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要  約 
熊本県の⼀⼈当たり所得は、1980 年に全国 47 都道府県中 32 位であったが、徐々















熊本県の⼀⼈当たり所得は、1980 年に全国 47 都道府県中 32 位であったが、徐々に順位を落
とし、32 位(1985 年)、34 位(1990 年)、39 位(1995 年)、45 位(2000 年)、42 位(2005 年)、44
位(2009 年)となった。図１は、熊本県、全国平均、九州平均の⼀⼈当たり所得の 1980 年から
2009 年までの推移を⽰している。この間、熊本県と全国平均との⼀⼈当たり所得の差は大き
くなり、近年では九州平均を下回るようになった。 
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年後、15 年後、20 年後、25 年後、30 年後の⼀⼈当たりの所得の成⻑を、被説明変数とした。 
第三の関⼼事項は、年代により⼀⼈当たり所得の成⻑を説明する、経済的要因が変化する
のか、それとも同⼀の傾向が⾒られるのかということである。1970 年代初頭までの⾼度成⻑













































この間の⼈⼝構成も変化が⼤きい。1940 年代後半⽣まれの第⼀次ベビーブーマー達は、     
1980 年には 40 歳代前半の働き盛りの世代であったが、2000 年から 2005 年に掛けて 65 歳を
超え⾼齢者となった。1970 年代前半の第⼆次ベビーブーマー達は、1980 年代前半には 15 歳未満
の⾮労働者⼈⼝であったが、1980 年代後半には実際には就学中であることが多いものの労働者
⼈⼝となり、1990 年代後半から 2000 年代前半には、実際に労働者となる場合も多いであろう。 
その他、⼥性の社会進出や⼤学進学率も急速に進んだ。これら情勢の変化が、⼀⼈当たり所
得の変化に、時代ごとに異なった影響を分析するために、初期年度も 1980 年から５年ごとに、





本稿では都市の成⻑要因を明らかにした Glaeser et al. (1995)の⼿法1を⽤い、熊本県の市町
村の⼀⼈当たり所得が変化する要因を分析する。推定式は以下の通りである。 
ln(yi,tT ) ln(yi,t )
T
   Xi,t  Zi,t   i,t  
ここで yi,tT ,yi,t は i 市町村の t＋T年、t 年における所得であり、左辺は t 年から t＋T年までの
i 市町村の一人当たり所得の一年当たりの成長を捉えている。右辺 Xi,t は経済的要因の性質ベ
クトルのうち、産業構成として、就業者数に占める二、三次産業の就業者数の割合、一人当た
り所得、人口、就業率（人口に占める就業者数の割合）、失業率（人口に占める失業者数の割合）、















本稿の実証分析では、1980 年以降、5 年ごとに 2005 年までを初期時点として、初期時点に
おける様々な経済要因を用いて、その後の 5 年後、10 年後、15 年後、20 年後、25 年後、30
年後までの⼀⼈当たり所得の成⻑について推計した。⼀⼈当たり所得、⼈口、年齢別⼈口、産
業別性別⼈口、失業者数、は『熊本県統計年鑑』（熊本県）から利用した（ただし、2010 年の











数は 1991 年までは 98 個、1992 年から 2002 年までは 94 個、2003 年以降毎年のように市町村
の合併が進み、2005 年では 48 個、2010 年では 45 個となった。具体的には、1980 年以降の 5








ル数が半減する。具体的には 1980 年から 5 年ごとの各年で、得られるサンプル数は、42 個










のかを分析した結果が、表 1〜表 6 に⽰されている。それぞれの表の初期時点は、表 1 は 1980
年、表 2 は 1985 年、表 3 は 1990 年、表 4 は 1995 年、表 5 は 2000 年、表 6 は 2005 年である。
それぞれの表で、(1)〜(6)により異なる期間の⼀⼈当たり所得の成⻑を推計しており、(1)は
５年間、(2)は 10 年間、(3)は 15 年間、(4)は 20 年間、(5)は 25 年間、(6)は 30 年間の⼀⼈当
たり所得の成⻑について推計した結果である。 
表 1 は、1980 年を初期時点とし、1980 年の各市町村の経済的要因の、その後の⼀⼈当たり
所得の成⻑への影響について分析している。⼀⼈当たり所得の成⻑に対して、三次産業割合が
(5)の 25 年後の経済成⻑分析では有意ではなくなるものの、その他の期間については正の影響




可能性がある。概ね、1980 年の経済的要因は、5 年後から 20 年後の⼀⼈当たり所得の成⻑に
影響⼒を持ち、特に、10 年後に⽐較的多くの経済的要因が影響⼒を⽰した。  



















から 20 年後の⼀⼈当たり所得の成⻑に影響⼒を持った。 





⾦成⻑率に近くなった可能性が考えられる。概ね、1995 年の経済的要因は、5 年後から 15 年後
程度までの⼀⼈当たり所得の成⻑に影響⼒を持ち、特に、5 年後に⽐較的強い影響を⽰した。 



















いる⼀方、Glaeser et al. (2005)は 1960 年からの 30 年間を主な期間としてアメリカの主要都
市を分析対象としている。このことから⼀致点と不⼀致点が存在することは不思議ではない。 

































































































本稿では、都市経済の成長要因を明らかにした Glaeser et al.(1995)のクロスセクション
分析の手法を用い、熊本県の市町村でどのような経済的要因を持った地域で所得成長が早か

































補  論 
 
本節では、本稿のモデルとして採用している、Glaeser et al. (1995)のモデルの導出を確認す
る。都市間の労働者と資本の移動は自由であると考える。したがって、都市成⻑の相違は、貯蓄
率や労働⼒の配分が原因とはならない。このように、労働⼒と資本の流動性を仮定することに
より、各都市の性質は2点に整理することができる。すなわち「⽣産性⽔準 (level of productivity) 」
と「⽣活の質 (quality of life) 」である。 
都市の総⽣産は、 
Ai,t f Li,t( )= Ai,t Li,tσ      (A.1) 
 
により得られる。ここで、 Ai,t は都市 i の時点 t における⽣産性の⽔準、 Li,t は都市 i の時点 t
における人口である。 f ⋅( )は各都市に共通のコブ=ダグラス型⽣産関数であり、指数σは⽣産
のパラメターである。 
潜在的な移住者の所得は労働の限界⽣産性で次式のように表す。 
Wi,t = σ Ai,t Li,t
σ −1





QualityofLife = Qi,t Li,t−δ     (A.3) 
 
ここでQi ,t は都市 i の時点 t における⽣活の質の⽔準である。指数δは正である。 
都市 i への潜在的移住者の総効用は、次式のようになる。 
 




均⼀であると考える。各都市の各個⼈の効用は、時点 t における留保効用⽔準(reservation utility 































  (A.5) 




















' θ +ζ i,t+1     (A.6b) 
ここで Xi,t' は時点 t での都市 i の性質のベクトルであり、都市の生活の質と生産⽔準の成⻑を












σ −δ −1( )Xi,t












σ − δ −1( )Xi,t
' δβ + σθ −θ( )+ ω i,t+1   (A.7a) 
ここで χ i ,t+1 と χ i ,t+1 は、都市の性質とは無関係な誤差項である。詳細には、
χ i,t = log U t+1 U t( )+ ε i ,t+1 + ς i,t+1( ) 1+ δ − σ( )であり、
ω i,t = σ −1( )log U t+1 U t( )+ δε i,t+1 + σ −1( )ς i,t+1( ) 1+δ − σ( )である。 
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The Income Growth in Kumamoto 
 
The per capita income in Kumamoto prefecture was ranked 32 
within 47 prefectures in Japan in 1980. The rank kept dropping and 
stayed around 40s recently. Therefore, this paper studies the urban 
characteristics that affect the per capita income growth in Kumamoto 
prefecture, using data of city level in Kumamoto prefecture from 1980 
to 2010. There are three questions I try to figure out. First, what are 
the urban characteristics that explain the per capita income growth 
in Kumamoto prefecture? Second, how long do these urban 
characteristics keep effective? Third, are the impacts of effective 
urban characteristics on the per capita income growth change or keep 
the same by different years? The results show that the industry 
structures, the income levels, the birth rate, the aging population, 
and the share of female labors have significant effects on the per 
capita income growth. The influences of most effective urban 
characteristics are stronger at 10 years after the base year. In 
addition, the birth rate and the aging population show the significant 
effects recently, although these were not in the early years. 
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